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2009年 8月 30日､ 第 45回衆議院総選挙が実施さ
れ､ 民主党は解散前の 115議席から 308議席へと大幅
に議席数を増やして大勝利を収め､ 第一党となった｡




連立政権が発足した｡ ここに ｢政権交代｣ が行われた
のである｡
総選挙後に発足した鳩山政権は､ “マニフェスト
(政権公約)”の目玉であった ｢子ども手当｣ を 2010
年 6月からマニフェスト記載の半額支給を行うなどで実績を示した｡ だが､ 鳩山首相自身
の資金管理団体の献金問題､ 小沢一郎民主党幹事長の資金管理団体の政治資金問題などの
いわゆる ｢政治とカネ｣ にまつわる問題が生じた｡ さらに米軍の普天間基地移設問題への
対応をめぐって､ 連立を組んでいた社民党党首の福島みずほ消費者・少子化担当大臣が罷
免され､ 社民党が連立を離脱するという事態となった｡ その後鳩山首相は 2010 年 6 月 2
日に退陣を表明､ 4日に鳩山内閣は総辞職した｡ 鳩山首相の在任期間はわずかに 266日で､
現行憲法下では歴代6番目の短命政権であった｡ 鳩山首相の退陣を受けて､ 菅直人副総理・
国家戦略大臣が民主党の新代表に選出され､ 同日午後､ 第 94代内閣総理大臣に就任した｡
鳩山内閣の動きは､ 次の菅内閣が発足してほぼ 1ヶ月後の 7月 11日に実施された第 22
回参議院選挙の結果にも大きく影響をおよぼした｡ 民主党は､ 改選前の 54議席を 44議席
に減らしたうえ､ 現職の閣僚であった千葉景子法務大臣が落選した｡ 国民新党は議席を得











いるわが国の政治は､ どこに向かおうとしているのだろうか｡ 本書は､ このような問題意
識のもとで､ わが国における政治課題の解決策を見出すための方向性を探っている｡ 本書
の内容は､ 専修大学大学院で行われた公開講座の政治部門の報告､ および専修大学法学研
究所の政治学研究会での報告を合わせた“報告集”である｡ 本書の構成は､ 序文､ および
全 2部 (第Ⅰ部は 4章､ 第Ⅱ部は 5章)､ そして結語からなっており､ 総勢 9人の多様な
研究者やジャーナリストによる論考が収録されている｡ そのため､ 本書では､ 取り扱う課
題が共通の対象であっても報告者により立場や考え方がやや異なっている部分が見られる｡
これは､ 本書の性格からいって仕方のないことであろう｡ しかし､ こうした相違点には､
読者がそれを自身の意見の参考にしたり､ あるいは反対意見の材料にすることができると
いう利点もある｡
まず､ 第Ⅰ部 ｢現代日本政治の光と影｣ では､ 2000年代に入ってからの自民党政権下
の政治課題を論じており､ 第 1章 ｢麻生内閣と解散・総選挙 (藤本一美：専修大学法学部
教授)｣､ 第 2章 ｢戦後民主主義の光と影 (岡田憲治：専修大学法学部教授)｣､ 第 3章 ｢日
米関係の新展開―日米首脳会談を手がかりに― (浅野一弘：札幌大学法学部教授)｣､ およ
び第 4章 ｢女性の政治参加の課題 (濱賀祐子：明治学院大学法学部非常勤講師)｣ から構
成されている｡
第 1章では､ 小泉内閣以降の自民党政権､ すなわち､ 安倍､ 福田､ および麻生内閣の政
治過程が描かれるとともに､ これらの内閣の問題点も取り上げ､ 小泉内閣以降の自民党政
権が､ なぜ一年ほどの短命政権となってしまったのかについてその理由も明らかにしてい
る｡ 続いて､ 衆議院の解散に関する問題が論じられ､ 最後に 2009年 8月に行われた総選




きわめて興味深いことは､ この ｢政権交代｣ がこれまでの自民党優位の ｢1955年体制｣    
に決別して､ 新たに ｢2009年体制 (民主対自民両党のマニフェスト＝政権公約を対立軸





第 2章は､ いわゆる  戦後民主主義 を検討課題としている｡ 戦後民主主義は､ 政治の
分野のみならず多くの分野で言及されながら､ その内容についての理解が不十分な用語で
ある｡ そのため､ 著者は､ 巷間粗雑に用いられていることを例にあげてこれを論破し､
｢丁寧な言葉の紡ぎ｣ の必要性を説く｡ 著者の分析によれば ｢戦後｣ という言葉は､ ｢戦前｣
との連続性を想起させるものであって､ 戦前から続くわが国の ｢官僚制｣ に切り込む｡ そ
のうえで著者は､  戦後民主主義 を､ ｢明治政府成立以降 100年以上延々と続き､ 敗戦後
も解体されることなく維持されたエリート官僚の主導によって造られたステージの上で､
自民党と社会党が疑似的な対立を演じながら､ 社会的生産物を企業・団体を通じて配分す
るという合意の上で行われた政治体制 (55年体制) であり､ 冷戦終焉後も惰性により続
いたその変奏曲として今日まで続く官僚に支配された政治体制｣ だと定義している｡ この
定義に従えば､ 鳩山政権が掲げた政治主導や官僚依存からの脱却は､ 戦後民主主義の ｢光｣
の部分にあたり､ 政権交代によって ｢影｣ の部分を乗りこえようとする新たな一歩といえ
る｡ ところで著者は､  戦後民主主義 を ｢戦後｣ と ｢戦前｣ の連続性に焦点をあてて考
察を行っており､ その点はきわめて興味深い｡ しかし､ ここでいう戦後民主主義の ｢戦後｣
は､ 一般に第二次世界大戦後のことを指す場合が多いように思われる｡ それゆえ  戦後民
主主義 と戦前のそれとの違いを示すことによっても､ 著者の指摘する戦後と戦前の連続
性というものをより深く理解することができたのではないだろうか｡
第 3章では､ 今後の日米関係を占ううえで必要とされる､ これまでの日米関係の推移を
日米首脳会談を中心に検証している｡ 1951年 9月 8日､ ｢サンフランシスコ講和条約｣ と
同時に ｢日米安全保障条約｣ が締結されて､ 日本が米国の同盟国として西側陣営の一員と
なり､ その後経済成長を続けるなかで生じた米国との経済摩擦などの歴史的背景が丁寧に
描かれている｡ また､ 戦後日米関係を理解するうえで､ 著者独自の視点から日米首脳会談
の開催場所や会談の回数を､ 日米関係の不均衡を示す特徴として抽出しているのは有意義
である｡ しかし､ 戦後の日米関係の推移を見る場合､ 日米首脳会談の変容を追跡する必要    
があるとはいえ記述が重複している部分が散見される｡ なお､ 本章では､ 日米関係の ｢新




第 4章は､ 女性の政治参加を論じている｡ 2009年の総選挙の結果､ 女性衆議院議員の
数が過去最多 (54人) となり､ 女性議員の占める割合が 1割を超えたことを踏まえて､
著者は日本の国政レベルにおける女性議員の数が､ 民主主義先進国の中ではきわめて低い
水準にあることを指摘する｡ これを改善するためには､ ｢クォータ制｣ の導入あるいは衆
院選での比例代表部分に男女混合名簿を採用するなど､ 何らかの対策を講じる必要性が求
められているという｡ その背景として女性議員の増加には､ 女性の立場に沿った立法に役
立つという側面があり､ 男女共同参画社会基本法の意義は大きいとする｡ 一般に､ 議員構
成の多様性は必要である｡ しかし､ ＜質疑・応答＞でも取り上げている議員の質の担保の





第Ⅱ部 ｢現代日本政治の政治課題｣ では､ 小泉内閣以降の安倍､ 福田､ 麻生各内閣の下
での政治的課題が考察されている｡ 第 1章 ｢政権交代実現､ 麻生首相の功罪 (野口博之：
日本臨床政治研究所主任研究員)｣､ 第 2章 ｢変わる日本：課題としての地方分権 (根本俊
雄：専修大学法学部非常勤講師)｣､ 第 3章 ｢自民党の環境政策―漂着ごみ対策を事例とし
て (宗像優：九州産業大学経済学部准教授)｣､ 第 4章 ｢麻生太郎のアジア外交政策の研究
(伊藤重行：九州産業大学経営学部教授)｣､ および第 5章 ｢鳩山内閣の成立と展開 (丹羽
文夫：拓殖大学海外事情研究所助教)｣ の各章が充てられている｡




り､ 離反者は､ 麻生首相が財政出動論者であり､ 保守的であることに反発したのだという｡    
ただ惜しむらくは､ 麻生首相が策定または実施した政策を､ 予算や定額給付金の以外の話
題も取り上げて検証すれば､ ｢麻生太郎という政治家の本質｣ をさらに明確に描き出せた
のではないだろうか｡ なお､ 著者は､ 麻生首相について､ 自民党をほぼ壊滅状態に追いや
るという結果になったものの逆の見方をすれば､ 自民党を革新する契機を与えた ｢功績｣
をあげたとも言えなくもないとの指摘を行っている｡
第 2章では､ 地方分権について論じられている｡ 著者は､ 地方自治の充実は､ 国家全体
の利益の根本であるとして､ 住民が地方自治の重要性を再認識する必要性を提起している｡







ている｡ 最後に､ 著者は､ 昨今地方分権が､ あたかも地方自治の ｢万能薬｣ のように扱わ
れることについて警鐘を鳴らしている｡
第 3章は､ ｢漂着ごみ (陸上､ 河川および海上などで発生し､ 海上を漂流して各地の海
岸に漂着するごみ)｣ 対策の現状と国や地方の取り組みの現状を詳細に検討している｡ そ





要になってくると思われ､ この点で示唆に富む｡ 漂着ごみは､ 海外から流れ着くだけでな
く､ 国内の河川由来のごみも存在する｡ したがって､ この問題は漂着ごみが流れ着く海岸
を有する地域だけの問題ではなくて､ 国民全体の問題として捉えることの重要性を著者は




第 4章では､ 麻生首相の外交政策を､ アジア外交を中心に考察している｡ 著者は､ 麻生
首相の政治思想の原点が祖父の吉田茂にあり､ それは自由主義､ 民主主義､ 現実主義およ
び天皇を尊重する保守的伝統主義だと指摘する｡ そしてこのような思想の中から､ 麻生首
相が安部内閣の外相時代に外交方針として ｢アジアの幸福｣､ ｢価値の外交｣ を打ち出した
ことに注目し､ 麻生首相の著作や演説を引用しつつ検証を行っている｡ まず ｢アジアの幸
福｣ とは､ 経済の繁栄と民主主義を通して､ アジアの平和と幸福を追求することであり､
｢価値の外交｣ の価値とは､ 民主主義､ 平和､ 自由､ 人権､ 法の支配､ および市場経済で
ある｡ 日本は､ 外交を進めるうえでこれらの価値を重視し､ その上で過去に ｢危機の弧｣
であった場所 (ユーラシア大陸外周) に ｢自由と繁栄の弧｣ を描くことが大事であるとす




第 5章は､ 2009年の総選挙を総括している｡ 自民党と民主党の合計獲得議席数が 427
議席の 89 0％で､ 比例代表区でも 142議席となり､ これは全国 11ブロックの 180議席の
うち 78 9％にあたる｡ ここから､ 著者は､ 自民党と民主党による ｢二大政党時代｣ を迎え
たと指摘している｡ 現行の小選挙区比例代表並立制の下では､ 二大政党制を招き易いこと
は事実であるが､ 著者の言うように二大政党の一方に ｢風｣ が吹くと雪崩的大勝を引き起







には､ ｢派閥均衡型人事｣ と ｢当選回数至上主義｣ がみられ､ これは良くも悪くもかつて
の自民党の人事システムを想起させると､ 著者は断言する｡ 最後に､ 沖縄の普天間基地移
設問題と ｢脱官僚｣ を中心課題として､ 鳩山内閣の行方を展望している｡
以上､ 本書の内容を紹介してきた｡ 既に述べたように､ 本書は､ 現代日本の政治課題を
分析している｡ いずれの課題も､ 解決の道筋をつけることは容易ではないし､ 誰もが合意    
できる解答を導くことも難しいように思われる｡ その中にあって､ 困難な挑戦を試みた本
書は､ きわめて多くの点で示唆に富むものといえよう｡
いずれにせよ､ 本書の最大のメリットは､ 学術研究が決して現実の社会と切り離される
ものではなく､ その成果を社会に還元して､ さらによりよい未来を形成していくための一
助になるという重要性を示した点にある｡ その意味で本書は､ 多くの読者にとって日本政
治の課題を考える際に､ 一読に値する書物である｡
(いけだ みちよ 東海大学政治経済学部非常勤講師)
    
